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1　事業の概要

30年度

２　今後の事業の方向性

３　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)

１

30年度
決算額

8,854 千円

職員数 1.35 人

yochi@pref.nagano.lg.jp
事　業　名 用地事務費

部局 建設部 課・室 建設政策課

実施期間 S58 E-mail

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標

総合的に展開する
重点政策

2-5 地域に根差した産業の振興

事業番号 11 01 01

事
 

業
 
コ
 

ス
 
ト

区　分（単位：千円） 指標及びその達成状況

予
算
額

前年度繰越

補正予算

合計（A)

目指す姿

・過去に県が取得した河川、道路等用地の所有権を明確にし、適正に財産管理する。
・県が管理している廃川廃道敷地を売却等により処分を進める。

（主な実施内容：未登記用地の解消、廃川廃道敷地の売払　　　）

Aの
財源

　一般財源

　国庫支出金

10 達成

　その他

現状
(予算編成時)

・未登記対策については、昭和58年度から平成28年度まで「未登記解消３箇年計画」により、
13,078筆の未登記の解消を行ってきたが、相続手続が未了、公図と現地が一致しない等の理
由から、現時点においては登記が困難な状況として2,143筆が確認されており、これらについ
ては引き続き適正な管理をしながら、登記可能となった時に登記をしている。
・河川の改修や道路の改築等で不要となった旧河川や旧道路の敷地を、隣接土地所有者や
市町村に売払等の処分をしている。

当初予算
No 成果指標 29年度

達成状況

　県　債
2 廃川廃道敷地処分面積

1,271
31,119 達成

34,523

0

34,523

17,113

0

17,113

人件費単価 8,102 8,218 8,218

17,243

17,243

10,938

36,866

10,938

19,792

1.35

10,938

28,181

33,252 17,113

目標に対する

成果の状況

・新規発見を含めた未登記筆について、調査、条件整備を行い登記を完了し目標を達成した。
・第10次廃川廃道敷地処分3か年計画に基づいて処理を行い、平成30年度は41,827.96㎡（９件）を処分し目標を達成した。

今後、事業を
どのようにし
ていきたいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

課　題 今後の方向性
・河川・道路等用地は、所有権を明確にし、適正に財産管理
する必要があるが、未登記筆のうち登記困難と判断された２千
余りの筆は、地籍調査、相続手続き等の条件整備が必要であ
り登記が困難な状況である。
・県管理河川・道路の廃川廃道敷地の適正管理の一環とし
て、売却等処分を進める必要がある。

・左記の登記困難筆及び、新規に発見される未登記筆について、
未登記カードにより管理及び定期的に状況調査を行い、条件整備
がなされ次第登記を行っていく。
・平成30年度からの第10次廃川廃道敷地処分3か年計画により、
引続き計画的な処分を進める。

8,854 17,243

No 30年度　実施内容（実績）
職員数 平成30年度 令和元年度

（人） （当初） （決算） （当初）

プロジェクト

No

TRUETRUE

・登記が見込まれる筆数と新規に発見され登記が必要な筆数を
成果目標に設定。
・「第10次廃川廃道敷地処分３か年計画（平成30年度～令和２
年度）」において計画された処分面積の内、年度別の処分計画
を成果目標に設定。

備考

合計 1.35 17,113 8,854 17,243

TRUE TRUE

成果指標
設定理由

1 未登記処理件数

・公共嘱託登記司法書士協会等への登記に係る業
務の実施
・廃川廃道敷地処分のための測量の実施
・不動産鑑定評価の実施

1.35 17,113

細事業名

用地事務費

 概算人件費 （Ｃ）

 概算事業費（B（A）+C）

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

25,928

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検事業改善シート （30年度実施事業分）

29年度 30年度

目標値

10

41,668

成果

20

41,828

令和元年度

17,243

8,854

1.35 1.35

1/1

mailto:yochi@pref.nagano.lg.jp


1/1

事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

11 01 01

29年度

用地事務費 未登記処理
委
託

・公共嘱託登記司法書士協会等への業務委託
・未登記筆の測量及び表示･保存登記等業務委託
　公共嘱託登記土地家屋調査士協会　随契2,862千円）

計画通り
○

22,383 2,999 2,999 2,149

用地事務費 廃川廃道敷地処分
委
託

・廃川廃道敷地処分のための測量及び不動産
鑑定評価
・廃川廃道敷地管理用資材の購入
・用地補償関係例規集改定（電子データ作
成）

・廃川廃道敷地処分のための用地測量業務委託（公嘱協会
随契5,707千円）
・不動産鑑定評価（不動産鑑定士　随契876千円）
・用地補償関係例規集作成業務委託（一般競争入札955千円）
・用地補償のあらまし印刷（随契（公募型）113千円）
・廃川廃道敷地管理資材購入（随契（公募型）334千円）

計画通り
○

12,140 14,114 14,114 6,705

-

　

　

　

　

　

34,523 17,113 17,113 0 8,854

建設部 建設政策課課・室

30年度

当初
(千円)

要求
(千円)

用地事務費

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名 30年度　実施内容（実績）

合　　　　計

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

1

細事業
No

1

項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定）
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